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市場経済主義の下では，

競争メカニズムが有効に機

なぜ今日，独占禁止法が

以下，上記の１．から６

いる金井教授の見解
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を紹介

分野として，経済法の憲法と

の確保に関する法律」）がある。

企業を中心とする事業者の経

能することが前提である。

注目されるのであろうか。

．までについて，平易かつコ

し，あわせて７．について少

いわれる独占禁止法

済活動の公正で自由な

ンパクトに言及されて

し述べ本稿の責をふさ

ぐこととする。
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組み

どのような社会

続していくために

ければならない。

問題（資源配分の

済による方法とが

う問題を，「人間

でも，その社会を構成する人

は，人々が生きていくのに必

誰が，何を，どれだけ生産し

問題）の解決方法を大別すると

ある。計画経済は，だれが，

が」意識的に決定する仕組み

々の生活が維持され，社会が

要なモノやサービスを生産し

たらよいのだろうか。この経

，計画経済による方法と市場

何を，どれだけ生産するかと

である。実際には，中央集権

存

な

済

経

い

政

府が，何がどれだ

振り分けることに

の国々は，市場経

市場経済の下で

働きによって決定

品の価格は，上昇

価格の上がり下が

け必要とされるかを計算し，

よって行われる。これに対し

済の仕組みによって経済問題

は，誰が，何を，どれだけ生

されている。すなわち，多く

し，その反対に需要が小さい

りが，当該商品の社会におけ

それに見合うように生産活動

て，今日，わが国を含めて多

を解決している。

産するかが，価格メカニズム

の人々が欲し，需要が大きい

商品の価格は下落する。商品

る必要性を反映している。値

を

く

の

商

の

上

がりしている商品

増やす。逆に，値

格，当該商品の社

何を，どれだけつ

の配分は，必要と

きわたるという意

をつくれば売れるから，生産

下がりしている商品の生産を

会における必要度が反映され

くったらよいかを決定する。

されるモノが，それを必要と

味で「効率的」である。また

者は，そのような商品の生産

減らす。このように，商品の

，生産者は，価格の動きをみ

この価格メカニズムによる資

している人々に「ムダなく」

，市場経済主義における価格

を

価

て，

源

ゆ

メ

カニズムは，経済

を通して行ってい
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問題の解決を，市場という

る点に，計画経済と異なる大

「非人格的な（ ）」過

きな特徴がある。
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市場経済の下では，生産

市場経済の中枢神経である

における取引に関する一定

て取引される商品が，誰に

（所有権制度）。この必要性は

ても同様である。第２に，

されたモノは，市場において

価格メカニズムが，有効に機

の枠組み 制度が必要である

帰属しているかが明確になっ

，有体財産だけでなく発明な

市場において取引を行う者の

商品として取引される。

能するためには，市場

。第１に，市場におい

ていなければならない

どの知的財産につい

間の関係が，支配―服

従の権力的要素を伴うもの

・義務の形成）。第３に，取引

ければならない（契約の自由

よってととのえられている

家の介入を排除する必要が

市場において取引の当事

かを，自由に決めることが

であってはならない（独立し

の当事者に，取引の自由が

）。これらの制度は，民法を

。また，契約の自由を保障す

ある（基本的人権としての経済的

者は，誰と取引するか，どの

できる。買手は，同じ商品を

た人格者間における権利

保障されているのでな

中心とする近代私法に

るために，市場への国

自由権の保障）。

ような条件で取引する

買うなら，少しでも安

い売手から買おうとする。

つかなければ，その売手と

う。このように市場におけ

その競い合いが当該市場で

決定された価格が，先に説

映しているのである。

特定の売手と取引条件につい

取引するのをやめて，別の売

る取引の自由は，売手相互の

取引される商品の価格を決定

明したように，その商品に対

て交渉して折り合いが

手に乗り換えるであろ

間に競い合いを促し，

する。そのようにして

する社会の必要度を反

４．現

世界の歴史を振り返って

（ ）

代における市場経済の変容

みると， 年代の半ば以降，主に米国，ドイツ及



び日本などの国々

農民・中小企業者

（「独占問題」の発生
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において，カルテル・トラス

・一般消費者等の利益を侵害

）。競争制限 独占の問題に
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ト等による競争制限の発生が

したことから社会問題となっ

対して，米国はいち早く反ト

，

た

ラ

スト法（シャーマ

禁止した。これに

テル等の独占を容

現代における経

本的に市場経済の

ていた国々でも市

は，さまざまな形

ン法）を制定してカルテル等

対してドイツ及び日本におい

認・助長する政策がとられた

済問題（資源配分問題）は，

仕組みによって解決されてい

場経済を導入する国が増えて

で国家が公共サ―ビス（電気

の競争制限行為を法律によっ

ては，第２次大戦後まで，カ

。

日本を含む多くの国々では，

る。今まで，計画経済を採用

きている。他方，現代におい

・ガス・郵便等）の提供に関す

て

ル

基

し

て

る

規制，商品の安全

する不公正な取引

半から昭和 年代

よる経済的規制が

るに至っている。

性の確保や商品に関する情報

の規制などを行っている。わ

前半にかけて，産業の保護・

設けられ，実施されてきたが

開示のための規制，消費者に

が国においては，昭和 年代

育成などを目的として，政府

，近年，漸次，撤廃・縮小さ

対

後

に

れ

独占禁止法は，

ているかについて

わち，

「私的独占

５．独占禁止法の

１条において，この法律がど

定めている。１条の規定は３

，不当に取引制限及び不公正

目的

のような目的を達成しようと

つの部分からなっている。す

な取引方法を禁止し，事業支

し

な

配

力の過度の集

「公正かつ

「一般消費

達を促進する

独占禁止法に固

（ ）

中を防止して…」，

自由な競争を促進し…」，以て

者の利益を確保するとともに

ことを目的とする」と。

有の目的は， の公正かつ自

，国民経済の民主的で健全な

由な競争の促進にある。独占

発

禁
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止法は，競争を維持・促進

法」と呼ばれることもある

公正かつ自由な競争とは

としての独占禁止法の学び（濱田

することを目的としいるこ
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何を指すのかについては，こ

）

とから「競争（維持）

こでは省略するが，競

争を維持・促進することが

が， の「一般消費者の利

発達を促進すること」であ

能であるが，競争の維持・

代社会における多様な価値

学的視点と政治学・法学的

経済学では，市場経済の

，私たちの生活にとってなぜ

益を確保するとともに，国民

る。この文言の意義について

促進は，１つの特定の目的を

・目的を実現している。それ

観点から，以下のように理解

利点として， 資源の効率的

望ましいかを述べたの

経済の民主的で健全な

はさまざまな理解が可

達成するのでなく，現

らの価値・目的を経済

しておこう。

配分（社会に必要なモノ

が必要なだけ生産され，必要と

存の技術の下で最小のコストで

の開発）などがあげられる。

人々の自由・平等を「実質

を果たしている。経済的自

でいる。しかし，カルテル

けでなく，競争の自由を制

している人に分けられること），

生産すること）， 技術の進歩

他方，公正かつ自由な競争

的に」保障し，民主的な秩序

由は，カルテル等，競争制限

は，他の事業者や消費者の取

限するものである。独占禁止

生産効率（モノを既

（新製品の開発・新製法

秩序を維持することは，

を維持するという役割

行為を行う自由を含ん

引の自由を制限するだ

法は，「カルテルの禁

止 カルテル締結の自由の

確保しようとするものであ

制限」によって，他の事業者

る。
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や消費者の質的自由を

公正かつ自由な競争の維

か。独占禁止法は，この固

正な取引方法を禁止し，事

現しようとするものである

競争を制限・阻害する行為
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持・促進は，どのようにして

有の目的を「私的独占，不当

業支配力の過度の集中を防止

。独占禁止法の中心となる規

を類型化し，それら違反行為

達成されるのであろう

な取引制限および不公

」することによって実

定は，公正かつ自由な

に一定のサンクション



を課すことを定め

成され，これらの

するものである。
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禁止にふれないかぎり，事業

別号２）

止法は「禁止の体系」として

者の自由な活動を尊重しよう

構

と

独占禁止法の諸

を定めるもの）と

よって構成されて

なお，法律の規

員会であり独占禁

適法・違法の予見

の他有権解釈例規

規定は，大きく実体規定（権

手続規定（実体規定の運用の具

いる。

定の抽象性の故に，国家行政

止法の執行機関である公正取

可能性に資するものとして

としての多数のガイドライン

利義務の発生，変更，消滅の要

体的手続・方法等を定めるもの）

組織法３条による独立の行政

引委員会は，事業者等の活動

「不公正な取引方法」等の告示

を作成・公開している。

件等

に

委

の

そ

現在，法曹人口

動きが活発化して

の導入の必要性が

７．独占禁止法をめぐる

の養成を目指して， 年の

いるが，新司法試験の選択

提言されている
）
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最近の動き

開校に向け法科大学院の設置

科目として独占禁止法（経済

の

法）

それは，従来，

に理解する者が少

切な助言が得られ

に硬直的な対応を

ともに，その一方

擁護されずにきた

わが国法曹界において，独占

なく，それがわが国のビジネ

ず，新たなビジネスモデルの

余儀なくされた企業が多かっ

で，一般消費者や不当な手段

のではないかと指摘。独占禁

禁止法の基本的な法原理を適

スローの限界になっており，

展開を断念するなど，いたず

たのでないかと疑問を呈する

で排除された事業者の権利は

止法に通じた人材の不足が，

切

適

ら

と

，

一

方では企業活動を

置するという不都

独占禁止法の機能

足は，企業にとっ

止法に基づく差止

（ ）

不必要に萎縮させ，他方では

合生み出したとしたうえ，規

に依存する度合いは高まって

ても，社会にとっても，いよ

制度が新設されるなど，権利

規制されるべき不当な行為を

制緩和・改革の進展とともに

おり，独占禁止法関係の人材

いよ桎梏となると指摘。独占

実現の手段が法的に拡張した

放

，

不

禁

に
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もかかわらず，それに対応

かかる懸念を裏付けるもの

なお，独占禁止法に関す

としての独占禁止法の学び（濱田

する人材が乏しく，十分に活

であるとしている。

る概説書等は，多数存在する

）

用されていない現状は，

が，他の法分野と同様，

独占禁止法も，近年，純粋

が行われており，概説書等

いものもある。網羅的では

） 金井貴嗣「独占禁止

止法」（青林書院）（

持株会社の解禁を始めとして

の改訂がずれ必ずしも最新の

ないが，参考文献を若干挙げ

注

法（第ニ版）（青林書院）（ 年

年）１頁以下。

，毎年のように法改正

情報が反映されていな

ておくこととする
）
。

）３頁以下，同「独占禁

） 根岸 哲ほか「新司

性について」公正取引

） 根岸 哲ほか「独占

（第２版）」（弘文堂）（

下満雄「経済法概説（

講義（第２版）」（有

版）」（青林書院）（

大太郎ほか「経済法（

法の法律相談」（青林書

法試験選択科目としての独占禁止

（ 号）（ 年７月） 頁以下

禁止法概説」（有 閣）（ 年）

年），実方謙二「独占禁止法」

第３版）」（東京大学出版会）（

閣）（ 年），佐藤一雄ほか「テ

年），金井貴嗣ほか「経済法」（

第３版補訂）」（有 閣）（ 年）

院）（ 年），実方謙二ほか「教

法（経済法）導入の必要

。

，村上正博「独占禁止法

（有 閣）（ 年），松

年），白石忠志「独禁法

キスト独占禁止法（新訂

有 閣）（ 年），岸井

，小林覚ほか「独占禁止

材解説独占禁止法」（弘

文堂）（ ），厚谷襄

（ 年）。

児ほか「独禁法審決・判例百選（第六版）」（有 閣）

（ ）


